
１．はじめに

　本稿は、ジェノサイド条約２条に示される

犯罪要素の内容（特に２条（�）（�））と「文

化的ジェノサイド」との関係を考察すること

にある（ジェノサイド条約は、１９４８年採択、

１９５１年１月１２日発効。２００５年１０月現在、１３７

カ国批准、４１カ国署名。）。

　ジェノサイド条約２条は、ジェノサイドの

犯罪要素を以下のように示している。

この条約において集団殺害とは、国民的、

種族的、人種的または宗教的な集団の全部

または一部を集団それ自体として破壊する

意図をもって行われる次のいずれかの行為

をいう。
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ジェノサイド条約２条と文化的ジェノサイド
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　（�）集団の構成員を殺すこと

　（�）集団の構成員に重大な身体的または精

神的な危害を加えること

　（�）全部または一部の身体的破壊をもたら

すことを目的とした生活条件を故意に集

団に課すこと

　（�）集団内の出生を妨げることを目的とし

た措置を課すこと

　（�）集団の子どもを他の集団に強制的に移

すこと

　当該条約２条を検討する意味として、以下

四点あげることができる。

　第一点、「ジェノサイド犯罪要素の解釈例

蓄積」。当該条約２条は、国際法上、旧ユー

ゴスラビア国際刑事裁判所規程４条２項

（１９９３年）、ルワンダ国際刑事裁判所規程２条

２項（１９９４年）、人類の平和と安全に対する

罪の法典草案１７条（１９９６年）、国際刑事裁判

所規程６条（１９９８年採択、２００２年７月１日発

効。２００５年１０月現在、１００カ国批准、１３９カ国

署名。）に文言自体そのまま受け継がれてい

る。外国立法においても、かなりの国々が類

似の文言を採用している１）。このジェノサイ

ドの犯罪要素は、ジェノサイド条約成立時に

おいてはかなり不明確であったが、ルワンダ

国際刑事裁判所においてジェノサイドを取り

扱った先例が出されたこと、そして国際刑事

裁判所規程６条について準備委員会での議論

がなされていることから、１９９０年代に入っ

て、ジェノサイドの犯罪要素についての解釈

が展開されてきている。この点から、２条の

内容の展開を検討する意味がある。

　第二点、「文化的ジェノサイドとの関係」。

ジェノサイド条約に示された犯罪要素は、そ

の草案時において、３種類の犯罪要素が示さ

れていた。「生物学的ジェノサイド」、「身体

的ジェノサイド」、「文化的ジェノサイド」で

ある。前二者は、上述の２条の犯罪要素の内

容として具体化されている。それに対して、

後者の「文化的ジェノサイド」は、１９４６年の

国連総会決議を受けて２）、事務総局が草案の

中に取り込んだものの、後の委員会で削除さ

れた経緯を持つ。事務総局案１条で示された

「文化的ジェノサイド」とは、「以下のような

ことによって、集団の特性を破壊すること。

（�）子どもを別の人間集団に強制的に移すこ

と。（�）ある集団の文化を表象する個人の強

制的・組織的な追放。（�）私的交流さえも国

語の使用を禁止すること。（�）国語で印刷さ

れた本や宗教作品の組織だった破壊、また

は、新しい出版物の禁止。（�）歴史的記念物

若しくは宗教的記念物を組織的に破壊するこ

と、または、歴史的、芸術的、若しくは、宗

教的価値のある文書や物品、並びに、宗教崇

拝のために使用される物品の使用を実質的に

変えさせること、破壊すること、若しくは、

分散すること」であった３）。また、国連ジェ

ノサイド特別委員会は、「文化的ジェノサイ

ド」について、草案３条において「当該条約

で、ジェノサイドは更に、集団の構成員の、

民族的起源若しくは人種的起源、宗教的信条

を理由に、国民的、人種的、若しくは、宗教

的集団の言語、宗教、若しくは、文化を破壊

する意図をもってなされた重大な行為をも意

味する。①日常や学校での集団の言語の使用

を禁止すること、または、その集団の言語で

の印刷、若しくは、出版物の流通を禁止する

こと。②集団の、図書館、博物館、学校、歴

史的記念物、崇拝地、若しくは、その他の文

化的施設や物品を破壊し、または、その利用

を阻止すること」とまとめている４）。これら

の「文化的ジェノサイド」の項目は、ジェノ

サイド犯罪要素の限定化の方向性やマイノリ

ティの権利として検討すべき課題として位置

づけられたことから、世界人権宣言草案で検

討すべきこととされ、議論は終結することに

なる。

　しかし、事務総局案に示された文化的ジェ

ノサイドの一つ、「子どもの強制移送」は特
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別委員会で抹消されたにもかかわらず、ジェ

ノサイド条約２条（�）に同様の文言が見受け

られる。このことは何を意味するのだろう

か。

　またその他の展開として、例えば、１９８５年

にマイノリティ差別防止及び保護に関する国

連小委員会が準備した報告書は、ジェノサイ

ド条約に関する選択議定書公式化の可能性を

通じて、文化的ジェノサイド条項の検討を勧

告している５）。更に、先住民族の権利に関す

る宣言草案７条においても、「文化的ジェノ

サイド」は取り上げられている（「住民移送」

もその中に含まれる）６）。２００２年に行われた

当該宣言に関する作業部会では、文化的ジェ

ノサイドの内容が「ジェノサイド、強制され

た同化、先住民族の文化の破壊」と定義され

ており７）、文化的ジェノサイドの要素の一つ

として、「ジェノサイド」が含まれている。

これらの点から、「ジェノサイドと文化的

ジェノサイドの関連性」を把握する必要があ

る。

　第三点、「言語的ジェノサイドとの関係」。

言語とジェノサイドの関係を結びつけようと

す る「言 語 的 ジ ェ ノ サ イ ド（���������	�

��������）」または「言語抹殺（���������	）」

という概念がある８）。現在、この「言語的

ジェノサイド」または「言語抹殺」という用

語は、社会言語学を始めとして、政治学や法

学でも少しずつ使用されるようになってきて

いるが、この用語の代表的な研究者としてあ

げられるのが、社会言語学・言語法研究を専

門とする�������	
��

�������である９）。彼

女は、ある言語の強制によってマイノリティ

や民族のアイデンティティを抹殺することが

「言語的ジェノサイド」または「言語抹殺」で

あるとするが、現代の政治下において「言語

的ジェノサイド」の最たるものが、何よりも

教育であると認識する。なぜならば、教育に

おいて主要媒体として用いられない言語を殺

戮しているのは、正に公教育であるからであ

る。多くの子どもが公教育を受けるようにな

るならば、過去において共同体が行っていた

公的な言語学習は学校へと移行することにな

る。学校で自集団以外の言語が使用される場

合、つまり子どもが自らの言語を学習する権

利がない場合、その言語は生き残らない可能

性がある。子どもたちが母語とは異なる言語

を教育で受けることによって、その子どもた

ちは自分たち自身の言語を子孫に伝達しない

可能性が高くなる。彼女はこのような言語の

多様性に対する脅威を防ぐために、特に教育

における言語的人権を確立すべきだと主張す

る。すなわち、以上のことを鑑みるならば、

世界の大部分の国は日常茶飯事、子どもの言

語的人権を蹂躙していることになり、これら

の国は、教育制度を通じてジェノサイドに加

担していることになるからである。

　この際に彼女が着目するのは、ジェノサイ

ド条約であり、これに関連づけて「言語的

ジェノサイド」に関わる定義を二種類あげ

る。一種類目の定義は、ジェノサイド条約２

条（�）全体と（�）「精神的な危害」の部分で

ある。公教育において、脅威にさらされた先

住民族言語やマイノリティ言語を教授する学

校やクラスといった代替手段が存在しない場

合、多数者集団への言語的移行は自発的なも

のではなく強制的なものとなるため、上述の

ジェノサイド条約の条文が該当することにな

る。二種類目の定義は、ジェノサイド条約草

案３条①である。当該条文に示される「禁

止」の意味は、「直接的」と「間接的」双方

を意味する。このことは、幼稚園や学校でマ

イノリティの教師がいない場合、そして、マ

イノリティ言語が教育の主要媒体として使用

されない場合、その言語使用は日常会話や学

校で間接的に禁止されることを意味すること

になるからである。彼女は、このような状況

にある対象として、移民や難民の子どもやナ

ショナルマイノリティの子どもの例を数十に

わたってあげる１０）。
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　彼女は、第一言語を犠牲にした結果、支配

集団の言語を教授する引き算的な公教育は、

支配集団への移行をもたらすものであり、

ジェノサイドに該当するから、地球の言語的

多様性を維持させるために必要とされること

は、第一言語に加えた新たな言語を学習する

足し算的な学習である、と述べる。すなわ

ち、彼女は、公用語の存在自体は一応肯定す

るが、自らのアイデンティティたる母語の学

習の必要性を強調しているのである。

　従ってこの点をふまえるならば、本稿で

は、彼女が「言語的ジェノサイド」と位置づ

けるジェノサイド条約２条（�）全体と（�）

「精神的な危害」に重点を置いて調べる必要

がある。

　第四点、「日本国憲法との関係」。本稿で考

察することはできないが、私の専門領域であ

る憲法学との関係を念頭に置く必要がある。

日本国憲法９８条２項は「日本国が締結した条

約及び確立された国際法規はこれを誠実に遵

守することを必要とする」と定め、国際協調

主義を宣言していることから、「文化的ジェ

ノサイド禁止」の概念や根底原則が「日本国

が締結した条約及び確立された国際法規」に

含まれるか否か検討する必要がある。すなわ

ち、この「確立された国際法規」は「一般に

承認され実施されている国際慣習法を意味す

る。」１１）と解されている。既に、ジェノサイ

ドの禁止はいくつもの先例において、「国際

慣習法」、更には「ユス・コーゲンス」と位置

づけられている１２）。「ユス・コーゲンス」と

は、「……いかなる逸脱も許されない規範と

して、また、後に成立する同一の性質を有す

る一般国際法の規範によってのみ変更するこ

とのできる規範として、国により構成されて

いる国際社会全体が受け入れ、かつ、認める

規範」（条約法条約５３条）を指す。これは、

ジェノサイド条約を批准しているか否かにか

かわらず、ジェノサイド犯罪に関する責務を

すべての国家は負うことを意味している。日

本はジェノサイド条約を批准していないけれ

ども、憲法９８条２項の点からも当然、ジェノ

サイドの禁止に対して国際的責務を負うこと

になる。従って憲法学上、ジェノサイドの意

味するものに無関心でいることはできないの

である。

　以上の四点から、まず始めに、ジェノサイ

ド条約２条全体を概観した後、当該条約２条

の犯罪要素（特に（�）と（�））の検討、最後

に、当該条約２条の犯罪要素と「文化的ジェ

ノサイド」の関連性を検討することにする。

２．ジェノサイド条約２条

　まず始めに、ジェノサイド条約２条のアウ

トラインを示していくことにしよう。

２．１．２条の要件

　ジェノサイド条約２条は、その要件として

以下の四つにまとめることができる。

　第一に、ジェノサイドの犯罪要素は、ジェ

ノサイド条約２条の五つの行為であること

（殺害、重大な身体的または精神的危害、劣

悪な生活条件の押し付け、出生阻止、子ども

の強制移送）。

　第二に、ジェノサイドは平時・戦時を問わ

ず国際法上の犯罪であるが（１条）、２条の

犯罪要素に基づいた処罰すべき行為は、集団

殺害、集団殺害の共同謀議、集団殺害の直接

かつ公然たる教唆、集団殺害の未遂、集団殺

害の共犯（３条）である。

　第三に、その行為を被る対象としての集団

は、国民的集団、種族的集団、人種的集団、

宗教的集団であること。

　第四に、その集団の全部又は一部を破壊す

る意図が必要であること。

　ここでは、対象集団、意図の要件、全部ま

たは一部の意味について検討していくことに

する。
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２．２．対象集団

　国民的集団とは、そのアイデンティティ

が、国籍や民族的起源によって定義される一

連の諸個人を指す。種族的集団とは、そのア

イデンティティが、共通の文化的伝統、言語

や文化的遺産によって定義される一連の諸個

人を指す。人種的集団とは、そのアイデン

ティティが、身体的特性によって定義される

一連の諸個人を指す。宗教的集団とは、その

アイデンティティが、共通の宗教的信条、信

仰、教義、慣行、儀式によって定義される一

連の諸個人を指す。ジェノサイド条約起草

時、政治集団、経済集団、社会集団、言語集

団も対象集団として草案の中に規定されてい

た。しかし、前三者は、安定的でないこと

（��������	
）、流動的であること（������）を

理由に削除され、言語集団は表現が冗長にな

るという理由で削除されている。また、国際

刑事裁判所準備委員会では、社会集団や政治

集団は人道に対する罪において検討されうる

としている。要するに、政治集団や経済集団

などは、個人が自発的なコミットメントを通

じて参加する不安定的かつ流動的な集団であ

るのに対して、当該条約の意図する集団と

は、比較的安定的かつ普遍的な集団を意味す

る。例えばアカイエス事件では、対象集団の

定義として「永続的な様式を構成し、かつ、

出生によって決定されるような構成員で構成

された安定的な集団」１３）が該当するとしてい

る。これらの集団が該当集団であるか否か

は、提出された関連証拠とジェノサイド行為

が生じた特定の政治的・社会的・文化的文脈

の双方を考慮しながら、ケースバイケースで

行われる１４）。

２．３．意図

　加害者は四つの保護された集団の全体や一

部を破壊することを意図しなければならない

が、この定義に該当しない場合、人道に対す

る罪、戦争犯罪、通常犯罪に該当することに

なる。従って、ジェノサイド罪を適用するに

は、「特別な意図」が必要になるのである。

　しかし、この「特別な意図」の存否を証明

することは困難であるため、ルワンダ国際戦

犯法廷における訴追では、状況証拠に依存す

ることが多かった１５）。この状況証拠は、集

団を消滅させるとの文書命令や口頭命令の存

在、ある集団を国家に対する敵と称したこ

と、などである。

　１９８５年の�������	による国連ジェノサイ

ド研究では、文書証拠がなかった場合であっ

ても、被告人が自分の行為がもたらす結果を

知っていたと合理的に考えることができる刑

事過失を伴った作為・不作為があるなら、意

図を推断できるとしている１６）。

２．４．「全部又は一部」

　ジェノサイド条約草案者たちは「破壊行

為」を「身体的ジェノサイド」と「生物学的

ジェノサイド」に限定していたが、その行為

についての意図の程度を示す「全部または一

部を」の意味は、集団の全部を破壊する意図

なのか、集団の一部を破壊する意図で十分な

のか学説上見解が分かれる１７）。例えば、前

者の立場は、集団の実質的部分に影響する方

法によってこそ、当該集団が特定の集団であ

る事実をそのように捉えることができるとす

る１８）。これに対して、後者の立場は、ジェ

ノサイドが多人数に対する行為を対象とする

ため、個々の人間ではなく同一集団の多数人

の破壊を意図することにあるとして、人種

的、宗教的、民族的、種族的特徴をもった住

民の一部を排除する意図を強調する１９）。こ

の点、�������	は、後者の立場を取る場合に

は、一部が集団全体に関連していること、指

導者のような集団にとって重要な派閥である

ことが条件であるとしている２０）。

　この「全部又は一部」の文言は、第六委員

会でノルウェーが挿入要求したものである。

この挿入文の目的は、加害者の意図として
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は、集団全部の破壊にあるけれども、その意

図は集団のある部分を破壊する段階で成し遂

げられるということであった。

　問題は、集団破壊を目的とした行為が一個

人の犠牲にすぎない場合であるが、この点に

ついて、���������	
	�は、ジェノサイドは

存在するとしている２１）。このことは、国際

刑事裁判所準備委員会でも確認されてい�

る２２）。

３．犯罪要素の内容

　ジェノサイドの犯罪要素は、２条が示して

いる通り、集団の構成員を殺害、重大な身体

的または精神的危害、劣悪な生活条件の押し

付け、出生阻止、子どもの強制移送である。

まず始めに、ジェノサイド条約２条（�）（�）

（�）を概説的に考察した後、２条（�）（�）を

詳細に見ていくことにする。

３．１．２条（�）（�）（�）の内容

（１）大量殺戮

　この点については、異論の余地はないが、

国際刑事裁判所準備委員会の文書では、「殺

害した（������）」は「死をもたらした（�������

�����）」に置き換え可能であるとしてい�

る２３）。この点、前田は、殺人と傷害致死の

類比で捉えることではなくて、謀殺と故殺の

関連の問題で捉えるべきであるとしてい�

る２４）。

（２）生活条件の押し付け

　国際刑事裁判所準備委員会において、「生

活条件」とは、生存に必要不可欠な資源（食

料や医療サービス）を故意に剥奪すること、

あるいは、居住地（�����）からの組織的な

追放を意味する２５）。しかし、これだけにと

どまるものではないともされている。アカイ

エス事件でも、人々の集団に最低限の食事し

か与えないこと、組織的に居住地から追放す

ること、必要な医療サービスを最低限以下の

ものにすることが含まれるとしている２６）。

　この点、ジェノサイド条約草案時の事務総

局案は、適切な住居、衣服、食料、衛生やメ

ディカルケアを欠いた上で、過度の労働や激

しい肉体労働が個人の衰弱や死をもたらすだ

ろう生活条件への従属を意味するとしている

し、財産没収、強奪、労働の抑制、居住の否

定、といったあらゆる生計手段の剥奪、並び

に、当該領域で居住する他の住民に利用可能

なその他の供給を剥奪することも意味すると

している２７）。

（３）出生阻止

　これは「生物学的ジェノサイド」であるが、

不妊化や去勢が関わる。ジェノサイド条約草

案時の事務総局案は、断種、強制妊娠、異性

の隔離、婚姻障害を具体例としてあげてい�

る３１）。この点、�����２８）や�������		特別報

告２９）は、ジェノサイドの実行の客体となり

うる集団のリストには、ジェンダーが含まれ

る必要があるとして、ジェンダーをふまえた

ジェノサイドの犯罪要素を強制妊娠、強制不

妊、強制中絶とする。アカイエス事件では、

強姦が出生阻止に至る点について二点あげ、

身体的側面と精神的側面の両者から捉える
３０）。第一に、ある集団の女性が他集団の男

性に計画的に妊娠させられることである。こ

れは両側面が関わる部分である。第二に、強

姦された女性がその結果子どもを生むことを

拒否することになること、あるいは、恐怖や

トラウマから子どもを産めなくなることであ

る。このことは精神的側面として捉えられ

る。

３．２．２条（�）（�）の内容

（１）子どもの強制移送

　これは事務総局案では「文化的ジェノサイ

ド」に該当するとされていたが、特別委員会

案では削除されているものである。しかし第
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六委員会において、戦争区域から子どもを避

難させることにも適用されないように、ギリ

シャの提案によって追加された条項であ�

る３２）。この条項の挿入の意図は、精神的に

も身体的にも発達段階にある子どもを移送す

ることが、第一に、子どもに重大な精神上の

変化をもたらすこと、第二に、間接的に集団

の破壊をもたらすし、永久的でないにしても

集団の存続に重大な影響を与えるからであ

る。因みに、国際法委員会ではこれは、生物

学的ジェノサイドと把握されている。

　子どもの定義は、ジェノサイド条約上特に

見られない。子どもについて権威的な文書で

ある子どもの権利条約では１８歳未満としてい

るし、ジェノサイド法を設けている国々も大

多数同様の設定をしている。国際刑事裁判所

準備委員会においても、子どもの年齢は１８歳

未満であることとしている。この点、������

は、当該条約２条（�）に示される子どもが１８

歳では年齢が高すぎるのではないかとして、

具体的な年齢設定は提示していないものの、

より若い年齢であることを示唆している３３）。

その理由は、別の集団に育てられ、その集団

の言語を話し、その文化に参加し、その宗教

を実践する場合、より幼い子どもの方が、

元々いた集団の文化的アイデンティティを喪

失する程度が高いからであり、これに対し

て、準備委員会に見られるような年齢設定で

は、文化的アイデンティティを喪失しない可

能性があるからである。

　これに対し、子どものみならず大人の強制

移送も、当該条約２条（�）で考慮すべきだと

いう意見もあった３４）。パラグアイは、人類

の平和と安全に対する罪の法典草案１７条に関

して、国際法委員会に同様の提案を行ってい

る。この点、国際法委員会は、大人の移送

は、人道に対する罪や戦争犯罪であり、ジェ

ノサイド条約２条（�）の問題であると位置づ

けた。

　また、「移送」はどこを基点とするのかも

議論となっている。アメリカは、国際刑事裁

判所準備委員会にて、法定居住地（�������

���������）からの移送と捉えた３５）。しかし、

このアメリカの提案では、様々な状況下にあ

る子どもについては考慮していないことにな

る。例えば、貧困や何らかの理由故に法定居

住地に住めない子ども（ホームレスの子や家

賃不払い故に立ち退かされた親の子など）、

様々な政治状況に巻き込まれた子ども（難民

の子どもや強制収容所で生まれた子ども）、

監獄で生まれた子などが考えられる。

　また、「強制的」の意味は、物理的な力の

みならず、実力や強制による威嚇も含むとし

ている３６）。この威嚇は、一人あるいは複数

の人に対する暴力、強迫、拘禁、心理的抑

圧、虐待による恐怖が生じることや強制的な

情況（����������	����	
�	�）を利用すること

によって生じることを意味している。

（２）「重大な身体的または精神的危害」

　ここで示される「重大な（�������）」の意味

は、「身体的危害」の点では、永久的なもの

や回復できないことだけを意味するのではな

いし３７）、「精神的危害」の点では、精神機能

を軽症的に害したり、一時的に害する以上の

ことを意味する３８）。従って、「重大な身体的

危害」と「重大な精神的危害」の関係として、

後者は前者を必須条件とする狭義の意味あい

もあるが、後者が必ずしも前者を必須条件と

する必要はないとも考えられる。「重大な精

神的危害」であるか否かの決定は、ケースバ

イケースになる。そして、これらを証明する

ためには、①犯罪遂行者が意図的にその集団

の一人以上に先の危害をもたらしたこと、②

その人（達）がターゲットにされた集団に属

していること、が必要になる。

　それでは、２条（�）の「深刻な身体的また

は精神的な危害」とは具体的に何を指すので

あろうか。アイヒマン裁判では、ある集団の

構成員の品位を落とす（���������	
）目的や
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彼らの人間としての権利を剥奪する目的でな

さ れ た、「奴 隷 化、餓 死、強 制 移 送

（��������	�
）、迫害、ゲットーの拘束、一時

的収容や強制収容など」があげられてい�

た３９）。アカイエス判決では、「その意味を拷

問行為を意味するものに限定するのではなく

て、身体的か精神的に、非人道的な処遇や品

位を貶める処遇、迫害するもの」をあげてい

た４０）。その他の判決においても、「深刻に健

康を害すること、容姿を損なわせること

（�������	�
	����
���）、外的器官、内的器官、

外的感性や内的感性を深刻に害すること」４１）

があげられていた。

　また、ここの文言には、レイプや性犯罪な

ども含まれることが判例の展開である。アカ

イエス事件において、ツチに対して行われた

他の心身の重大な侵害と同じように、ツチ女

性に最悪の社会的屈辱を与え、殺す前に切除

し、何度も強姦されたツチ女性に対する強姦

や性暴力は、ツチ女性、家族やコミュニティ

の身体的心理的破壊をもたらすものである

し、性暴力はツチ女性を対象にし、かつ、ツ

チ集団全体の破壊につながる必須の部分であ

るとしている。

　国際刑事裁判所準備委員会では、国際刑事

裁判所規程６条（�）「重大な身体的危害もし

くは精神的危害」として、「拷問、強姦、性

暴力、非人道的取扱もしくは品位を貶める取

扱」をあげているが、これらに制限されるも

のではないともしている４２）。

　また、「重大な身体的危害」については、

ジェノサイド条約草案時の事務総局案を参考

にすれば、「治療目的以外に課される切除と

生物実験」が該当すると考えられる４３）。そ

れでは、「重大な精神的危害」のみを想定す

る場合はどうなのであろうか。この文章は、

ジェノサイド条約草案時、第六委員会にて、

過去のアヘンによる被害を憂えた中国が挿入

を要求したものである４４）。この点、準備委

員会作業部会は、「精神的な能力の一時的な

減退」を指すとする。これは、薬物や拷問な

どにより、精神的減退を招くものであると考

えられる。

４．文化的ジェノサイドとの関係

　それでは、ジェノサイド条約２条の犯罪要

素と「文化的ジェノサイド」の関連性を考え

てみよう。しかし、これらの関連性を考察す

るにあたって、以下の三分類を念頭に置くこ

とは重要である。ジェノサイド条約２条の犯

罪要素の内容は、可能性として、①「身体的

／生物学的ジェノサイド」のみ、②「文化的

ジェノサイド」と「身体的ジェノサイド／生

物学的ジェノサイド」の関係は目的手段の関

係にあること、③「文化的ジェノサイド」と

「身体的ジェノサイド／生物学的ジェノサイ

ド」は異なる関係にあるが、重複する意味合

いも持つこと、と三つに分類することができ

る（③は先住民族の権利宣言草案で採用。）。

この点についてジェノサイド条約草案時に、

当該条約２条の犯罪要素は、「身体的ジェノ

サイド」と「生物学的ジェノサイド」に限定

されている。だからといって、①を選択する

のは、早計に過ぎるであろう。

　なぜならば、ジェノサイド条約２条の犯罪

要素は、どれも一定集団の存続を否定するた

めに行われるものである。このことは、ある

集団の存在・文化を根絶するため、「身体的

ジェノサイド／生物学的ジェノサイド」が手

段として採用されるものである。従って、こ

こに文化的要因が一切含まれていないかとい

えば、そんなことはない。実際、対象集団の

中に、言語や文化をアイデンティティとする

「種族的集団」が含まれていたし、「宗教的集

団」も宗教文化が関わるものである。他の集

団も、アイデンティティ維持にあたって、完

全に文化的要因が否定されているとはいいが

たい。これらの点からは、②を採用すること

が可能になる。
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しかし本稿でより重要なのは、③である。③

は「文化的ジュノサイド」を独立の存在とし

て捉え、手段として把握するからである。

　従ってこの点を考慮する場合、両者の関連

性に加えてもう少し詳細な検討が必要にな

る。ここでは、「子どもの強制移送」と「精神

的危害」は他の三つに比べて、かなり文化的

要因の入り込む余地があると考えられるの

で、ジェノサイド条約２条（�）（�）が「文化

的ジュノサイド」と位置づけせれるか否か検

討していくことにする。

４．１．２条（�）

　まず、ジェノサイド条約２条（�）の「子ど

もの強制移送」と「文化的ジェノサイド」と

の関係を見ていくことにしよう。

　はじめに、当該条文設置理由との関係。そ

の経緯は、事務総局案にて示された時期と第

六委員会でギリシャが提案した時期との二つ

の時期に分かれる。他の文化的ジェノサイド

は賛否分かれたものの、「子どもの強制移送」

条項については事務総局の専門家三人とも一

致する意見であったが、特別委員会で消え

た。その後、ギリシャによってジェノサイド

の犯罪要素として提起され、その案が採用さ

れることになる。従って、前者と後者の時期

に連続性は見られない。それではなぜ、ギリ

シャは事務総局案と類似の条文を提案したの

だろうか。その理由として、ギリシャは、文

化的ジェノサイドのそれ以外の条項に対して

否定的であった国々も、当該条項について必

ずしも争いがなかった点をあげている。これ

らのことから、「子どもの強制移送」が、「文

化的ジェノサイド」であるか、あるいは、そ

れ以外のジェノサイドであるかにかかわら

ず、ジェノサイド条約を検討するにあたっ

て、重要なポイントとして位置づけられてい

たことが伺える。

　次に、内容面において、子どもの強制移送

と「文化的ジェノサイド」の関係をみていく

ことにしよう。この点、ジェノサイド条約２

条（�）は、結果証拠が必要とされた。しか

し、アカイエス事件では、「出生防止を意図

する措置の場合と同様に、その異議は、強制

的に身体移送をする直接的な行為だけではな

く、子どもをある集団から別の集団に、強制

的に移送に導くであろう脅威やトラウマの行

為にも差し挟まれなければならない。」４５）と

述べ、子どもの強制移送を、結果証拠に留ま

らないものと示している。この点は、強制移

送における精神的危害を示している部分とも

考えられるが、この見解を前提に据える場

合、次に考えなければならないのが、「文化

的ジェノサイド」との関係である。

　この関係を考える場合、先述した子どもの

年齢設定を再度検討する必要がある。子ども

の権利条約に示される「子ども」は１８歳未満

を条文上示しているが、当該条約にとって重

要なキーワードとして、「意見表明権（１２

条）」があげられる。この１２条は第１文にお

いて、「締約国は、自己の意見（�����）を形

成する能力のある子どもがその子どもに影響

を及ぼすすべての事項について自由に意見を

表明する権利を確保する」と意見表明権につ

いて定義する。しかしながら本稿との関係に

おいて重要なのは、第２文である。

　この場合において、子どもの意見は、そ

の子どもの年齢及び成熟度に従って相応に

考慮されるものとする。

　ここには、精神形成年齢というものが考慮

されており、子どもの権利条約に特徴的な

「子どもの発達的観点（「子どもはやがて大人

になる存在」としての位置づけ）」が見受けら

れる。これは年齢と成熟度双方を総合的に勘

案することを要請しているため、ケースバイ

ケースで考えられるであろうが、一定年齢

（おおよそ１２～１４歳辺り？）を転換点の基準

にしていると考えられる。
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　子どもが自らのアイデンティティを表明す

るには、文化的要素が必要になる。自らが

育った文化の言語を話し、その文化に参加す

ることは、子どもの意見表明に直に関わる部

分であり、逆にいえば、意見表明できない段

階においては、文化的アイデンティティを喪

失させることは容易であろう。従って、当該

条文は、自らのアイデンティティとしての見

解を表明することが可能になるためには、年

齢・成熟度とその文化との関係も提示してい

ると考えられる。この点を、ジェノサイド条

約２条（�）にも読み込む必要がある。

　しかし、「文化的ジェノサイド」について

述べる文書の中には、大人の住民移送なども

含まれるとしているものもあることから（例

えば、先住民族の権利宣言草案）、文化的ア

イデンティティの喪失を、大人のレベルまで

捉える必要があるかもしれない。この場合、

年齢というよりも、成熟度やジェノサイドに

よる文化的アイデンティティ喪失の程度を考

慮する必要がある。

　但し、あえて子どもの移送について、ジェ

ノサイド条約２条が１節設けたこと、これは

別段の意味があるはずである。言うまでもな

いことであるが、子どもは大人と異なり精神

的にも身体的にも幼いということである。こ

の点は必ずふまえられなければならない。

　また、次の点からも、子どもの強制移送が

「文化」と結びつくことを検討するべきであ

る。すなわち、「どこを拠点として強制移送」

がなされることを意味しているのか、という

点である。アメリカは、���準備委員会提出

書類にて、「法定居住地（��������	
��	
�	）」

と定義すべきだとした。しかし、このような

限定では、「法定居住地」を持たない、親を

持つ子ども、あるいは、子ども自体は含まれ

ない可能性がでてくる４６）。例えば、遊牧民、

ホームレス、強制収容所や監獄で生まれた子

ども、国籍のない子ども、など。このアメリ

カの提案は、子どもの権利条約自体に示され

た様々な帰属性を持つ子どもの権利も無視し

ていることになる。

　従って、「子どもの強制移送」は、「生物学

的ジェノサイド」に分類されているものの、

子どもの権利条約との関係で見ていくと実際

は、文化的要素を多分に含んだ「文化的ジェ

ノサイド」と何ら変わらないことになる。

４．２．２条（�）

　「精神的危害」と「文化的ジェノサイド」の

関係についての議論は、ジェノサイド条約草

案過程時から存在した。例えば、組織的な麻

薬の流通。ある集団の身体的減退をもたらす

ために、組織だった麻薬の流通を行うこと

は、その集団の文化を破壊することが意図さ

れた行為である、というものである。これは

中国が特別委員会にて提起したものである

が、その念頭に置いていたのは、戦時下の日

本であった４７）。しかし、この見解は採用さ

れなかった。文化的要因はないとはいえない

が、生物学的ジェノサイドが優先されたので

ある。

　近年の展開として、２条（�）の「深刻な身

体的・精神的な危害」は、拷問行為、レイプ、

性犯罪、非人道的処遇、品位を貶める処遇な

どがあげられていた。その他にも、「深刻に

健康を害すること、容姿を損なわせること

（�������	�
	����
���）、外的器官、内的器官、

外的感性や内的感性を深刻に害すること」が

あげられていたことを思い起こす必要があ

る。ここにあげられた例は、「文化的ジェノ

サイド」と関わるのだろうか。既にレイプや

性犯罪が精神的側面として、ある集団の次世

代の子どもを生む権利を侵害する場合がある

ことはアカイエス判決で提起されたがここで

は、「品位を貶める処遇」などその他の用語

に注目してみることにしよう。「品位を貶め

る処遇」などについて示す文書として、「拷

問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷

つける取扱い又は刑罰に関する条約」をあげ
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ることができるが、条文上その意味を読み取

ることは難しい。これらは、世界人権宣言５

条や市民的及び政治的権利に関する規約７条

を留意した上で作成されている。ここでは、

そのきっかけになった「市民的及び政治的権

利に関する規約（以下、�規約）」を見てみよ

う。

　�規約７条は、「何人も、拷問又は残虐な、

非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若

しくは刑罰を受けない。特に、何人も、その

自由な同意なしに医学的または科学的実験を

受けない。」と規定する。この点について、

個人申立に対する人権委員会のケースは、兵

士と看守による死刑囚の暴行によって負傷し

たが、何らの医療措置が施されなかった事例

（�������	
��
��	�	��
�����	��

����������

���３２１�１９８８）や抑留の状況が過密であり、食

料や衣服が欠乏していたり、死の脅迫などが

なされた抑留の事例（�������	
��
���������

����������	�
��

������４５８�１９９１）などがあ

り、それ以外にも逮捕・拘禁などの事例が多

い。

　この点、規約人権委員会は、１９９２年、一般

的意見２０を採択（一般的意見７の修正）し、

より詳細な内容を示している４８）。当該意見

では、７条の目的は、「個人の尊厳と身体的

精神的インテグリティの双方を保護するこ

と」にあるとしている。そして、当該条項禁

止の意味するところは、身体的苦痛をもたら

す行為だけではなく、被害者に対し精神的苦

痛をもたらす行為にも及ぶとされる。７条の

停止は公の緊急事態時においても認められな

い。それではこれは、具体的には何を指すの

だろうか。一般的意見７において、規約人権

委員会は逮捕者や収監者のみならず、教育施

設の生徒や医療施設の患者保護を、公私を問

わず、公的機関の義務としていた。一般的意

見２０においてはより詳細になり、体罰の禁止

として、犯罪に対する処罰と教育的・懲戒的

措置としてのいきすぎた処分を含むとしてい

る。更に、教育、医療施設における子ども、

生徒、患者を保護するものであると強調して

いる。

　この点は、「品位を貶める処遇」などが教

育と接合した部分である。文化と教育との接

点は、これ以上詳細にはわからないが、�規

約は２６条（法の前の平等）や２７条（マイノリ

ティの権利）の存在を鑑みれば、多文化状態

を容認している規約であるといえる。この解

釈を、ジェノサイド条約２条（�）にも反映す

ることは可能なはずである。

　また、「すべての移住労働者とその家族の

権利保護に関する条約１０条」（２００３年７月発

効）は、正規に登録されていないか、不正規

な地位にある移住労働者とその家族が、残虐

な、非人道的なもしくは品位を貶める処遇な

どを受けないことを示している。先の意見を

ふまえることによって、教育面における、

「種族的集団」に対する品位を貶める処遇な

どの意味もより展開されていくことであろ

う。

５．結語

　以上、ジェノサイド条約２条に示される犯

罪要素と「文化的ジェノサイド」の関係を見

てきた。ジェノサイド条約は、近年の国際法

判例において身体的危害と精神的危害痛を分

離して考察していること、そして一定の文化

的要因は認めるものの、現段階では「文化的

ジェノサイド」との関係は否定している点が

考察できた。しかし私は、他の諸条約との関

係を見ていくことによって、「文化的ジュノ

サイド」との関係をみることができることを

示唆した。より詳細な検討が必要であるが、

このことによって、文化的ジュノサイドは完

全に、２条から排除されたものではないと考

えられる。

　また、これらの展開は、日本国憲法９８条２

項だけでなくそれ以外の条文（例えば、日本
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においてあまり研究蓄積のない１８条「奴隷的

拘束及び苦役からの自由」）を考察する上で

も重要な意味を持つし、帝国日本下で排除さ

れたマイノリティたち（ハンセン病患者やア

イヌ民族など）の位置づけを憲法上考察する

上でも役立つ。

　この点、今回の考察をより深めるために

も、今後、ジェノサイド立法を制定している

諸外国の展開や地域的機構における文書や先

例の展開を考察することも有用になると考え

られるだろう。
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